
 

東京電力ホールディングス株式会社柏崎刈羽原子力発電所の 

発電用原子炉設置変更許可（６号及び７号発電用原子炉施設の変更） 

―特定重大事故等対処施設の設置― 

 
令和４年８月１７日 

原 子 力 規 制 庁 

 

１．趣旨 

 本議題は、標記の発電用原子炉設置変更許可について、原子力委員会及び経済産業大臣へ

の意見聴取の結果を踏まえ、審査の結果を取りまとめ、発電用原子炉設置変更許可を決定す

ることについて付議するものである。 

 

２．経緯 

平成２６年１２月１５日に、東京電力株式会社から核原料物質、核燃料物質及び原子炉

の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号。以下「原子炉等規制法」という。）第４

３条の３の８第１項の規定に基づき特定重大事故等対処施設の設置に係る柏崎刈羽原子力

発電所の発電用原子炉設置変更許可申請書（１号、６号及び７号発電用原子炉施設の変更）

が提出された。また、令和元年１０月２４日、令和元年１２月１７日、令和２年１２月１８

日、令和４年６月２１日及び令和４年６月２８日に、同社から同申請の補正書が提出され

た。なお、令和元年１０月２４日の補正申請では、同発電所１号炉の特定重大事故等対処施

設の設置に係る変更の取り下げがなされた。 

原子力規制委員会は、本件申請について、原子炉等規制法第４３条の３の８第２項にお

いて準用する同法第４３条の３の６第１項各号のいずれにも適合しているものと認められ

ることから、令和４年７月１３日、審査結果の案を取りまとめ、原子力委員会及び経済産業

大臣の意見を聴くこととした。 

 

３．原子力委員会への意見聴取の結果 

原子炉等規制法第４３条の３の８第２項において準用する同法第４３条の３の６第３項

の規定に基づき、同法第４３条の３の６第１項第１号に規定する許可の基準の適用につい

て原子力委員会の意見を聴いたところ、別紙１のとおり「本件申請については、（中略）当

該発電用原子炉が平和の目的以外に利用されるおそれがないものと認められるとする原子

力規制委員会の判断は妥当である」との答申があった。 

 

４．経済産業大臣への意見聴取の結果 

原子炉等規制法第７１条第１項に基づき、経済産業大臣の意見を聴いたところ、別紙２

のとおり「許可することに異存はない」との回答があった。 

 

５．審査の結果 

令和４年７月１３日に原子力規制委員会において取りまとめた審査結果の案について、

本日付けで別紙３のとおり審査の結果として取りまとめることを決定いただきたい。※ 

※別紙３の添付は、セキュリティの観点から一部不開示としている。 

  

資料１ 
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６．発電用原子炉設置変更許可処分 

以上を踏まえ、本件申請が原子炉等規制法第４３条の３の８第２項において準用する同

法第４３条の３の６第１項各号に規定する許可の基準のいずれにも適合していると認めら

れることから、同法第４３条の３の８第１項の規定に基づき、別紙４のとおり許可するこ

とを決定いただきたい。 
 

＜資料＞ 

 別紙１ 東京電力ホールディングス株式会社柏崎刈羽原子力発電所の発電用原子炉の設置変更許

可（６号及び７号発電用原子炉施設の変更）について（答申） 

 別紙２ 東京電力ホールディングス株式会社柏崎刈羽原子力発電所の発電用原子炉の設置変更許

可（６号及び７号発電用原子炉施設の変更）に関する意見の聴取について（回答） 

 別紙３ 東京電力ホールディングス株式会社柏崎刈羽原子力発電所の発電用原子炉設置変更許可

申請書（６号及び７号発電用原子炉施設の変更）の核原料物質、核燃料物質及び原子炉の

規制に関する法律に規定する許可の基準への適合について 

 添付  東京電力ホールディングス株式会社柏崎刈羽原子力発電所の発電用原子炉設置

変更許可申請書（６号及び７号発電用原子炉施設の変更）に関する審査書（核原

料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第４３条の３の６第１項第２

号（技術的能力に係るもの）、第３号及び第４号関連） 

 別紙４ 柏崎刈羽原子力発電所の発電用原子炉の設置変更（６号及び７号発電用原子炉施設の変更）

について（案） 
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府科事第８９６号 
令和４年７月２７日 

 
原子力規制委員会 殿 
 
 
 

原子力委員会 
 
 
 

東京電カホールディングス株式会社柏崎刈羽原子力発電所の発電用

原子炉の設置変更許可（６号及び７号発電用原子炉施設の変更）に

ついて（答申） 

 

令和４年７月１３日付け原規規発第２２０７１３５号をもって意見照会のあ

った標記の件に係る核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第

４３条の３の８第２項において準用する同法第４３条の３の６第１項第１号に

規定する許可の基準の適用については、別紙のとおりである。 
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（別紙） 
 

東京電カホールディングス株式会社柏崎刈羽原子力発電所の発電用

原子炉の設置変更許可（６号及び７号発電用原子炉施設の変更）に

関する核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第 
４３条の３の６第１項第１号に規定する許可の基準の適用について 

 
 
本件申請については、 
・発電用原子炉の使用の目的が商業発電用のためであること 
・使用済燃料については、原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施

に関する法律（以下「再処理等拠出金法」という。）に基づく拠出金の納付

先である使用済燃料再処理機構から受託した、核原料物質、核燃料物質及

び原子炉の規制に関する法律に基づく指定を受けた国内再処理事業者にお

いて再処理を行うことを原則とし、再処理されるまでの間、適切に貯蔵・

管理するということ 
・海外において再処理が行われる場合は、再処理等拠出金法の下で我が国が

原子力の平和利用に関する協力のための協定を締結している国の再処理事

業者において実施する、海外再処理によって得られるプルトニウムは国内

に持ち帰る、また、再処理によって得られるプルトニウムを海外に移転し

ようとするときは、政府の承認を受けるということ 
等の諸点については、その妥当性が確認されていること、加えて我が国では

当該発電用原子炉も対象に含めた保障措置活動を通じて、国内のすべての核

物質が平和的活動にとどまっているとの結論を国際原子力機関（ＩＡＥＡ）

から得ていること、また、本件に関して得られた全ての情報を総合的に検討

した結果から、当該発電用原子炉が平和の目的以外に利用されるおそれがな

いものと認められるとする原子力規制委員会の判断は妥当である。 
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経 済 産 業 省  

 

２０２２０７１３資第１７号 

令 和 ４ 年 ８ 月 ４ 日 

 

 

 原子力規制委員会 殿  

 

 

 

 

経済産業大臣       

 

 

 

 

東京電力ホールディングス株式会社柏崎刈羽原子力発電所の発電

用原子炉の設置変更許可（６号及び７号発電用原子炉施設の変更

）に関する意見の聴取について（回答） 

 

 

 令和４年７月１３日付け原規規発第２２０７１３５号により意見照会のあっ

た標記の件については、許可することに異存はない。 
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【別紙３】 

東京電力ホールディングス株式会社柏崎刈羽原子力発電

所の発電用原子炉設置変更許可申請書（６号及び７号発電

用原子炉施設の変更）の核原料物質、核燃料物質及び原子

炉の規制に関する法律に規定する許可の基準への適合に

ついて 
 

番      号 

年   月   日 

原子力規制委員会 

 

平成２６年１２月１５日付け原管発官２６第２４２号（令和元年１０月２４日付け

原管発官Ｒ１第１２５号、令和元年１２月１７日付け原管発官Ｒ１第１５６号、令和

２年１２月１８日付け原管発官Ｒ２第２３０号、令和４年６月２１日付け原管発官Ｒ

４第１１号及び令和４年６月２８日付け原管発官Ｒ４第１０１号をもって一部補正）

をもって、東京電力株式会社 代表執行役社長 廣瀬 直己から、核原料物質、核燃料物

質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号。以下「法」という。）

第４３条の３の８第１項の規定に基づき提出された柏崎刈羽原子力発電所の発電用原

子炉設置変更許可申請書（６号及び７号発電用原子炉施設の変更）に対する法第４３

条の３の８第２項において準用する法第４３条の３の６第１項各号に規定する許可の

基準への適合については以下のとおりである。 

 

１．法第４３条の３の６第１項第１号 

本件申請については、 

・発電用原子炉の使用の目的（商業発電用）を変更するものではないこと 

・使用済燃料については、原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施に関

する法律（平成１７年法律第４８号。以下「再処理等拠出金法」という。）に基

づく拠出金の納付先である使用済燃料再処理機構から受託した、法に基づく指

定を受けた国内再処理事業者において再処理を行うことを原則とし、再処理さ

れるまでの間、適切に貯蔵・管理するという方針に変更はないこと 

・海外において再処理が行われる場合は、再処理等拠出金法の下で我が国が原子

力の平和利用に関する協力のための協定を締結している国の再処理事業者にお

いて実施する、海外再処理によって得られるプルトニウムは国内に持ち帰る、ま

た、再処理によって得られるプルトニウムを海外に移転しようとするときは、政

府の承認を受けるという方針に変更はないこと 

・上記以外の取扱いを必要とする使用済燃料が生じた場合には、平成１２年３月

１５日付けで許可を受けた記載を適用するという方針に変更はないこと 

から、発電用原子炉が平和の目的以外に利用されるおそれがないものと認められる。 
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２．法第４３条の３の６第１項第２号（経理的基礎に係る部分に限る。） 

申請者は、本件申請に係る特定重大事故等対処施設の設置工事に要する資金につ

いては、自己資金等により調達する計画としている。 

申請者における工事に要する資金の額、総工事資金の調達実績、その調達に係る

自己資金及び外部資金の状況、調達計画等から、工事に要する資金の調達は可能と

判断した。このことから、申請者には本件申請に係る発電用原子炉施設を設置変更

するために必要な経理的基礎があると認められる。 

 

３．法第４３条の３の６第１項第２号（技術的能力に係る部分に限る。） 

添付のとおり、申請者には、本件申請に係る発電用原子炉施設を設置変更するた

めに必要な技術的能力があると認められる。 

 

４．法第４３条の３の６第１項第３号 

添付のとおり、申請者には、重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施

するために必要な技術的能力その他の発電用原子炉の運転を適確に遂行するに足り

る技術的能力があると認められる。 

 

５．法第４３条の３の６第１項第４号 

添付のとおり、本件申請に係る発電用原子炉施設の位置、構造及び設備が核燃料

物質若しくは核燃料物質によって汚染された物又は発電用原子炉による災害の防止

上支障がないものとして原子力規制委員会規則で定める基準に適合するものである

と認められる。 

 

６．法第４３条の３の６第１項第５号 

本件申請については、発電用原子炉施設の保安のための業務に係る品質管理に必

要な体制の整備に関する事項に変更がないことから、法第４３条の３の５第２項第

１１号の体制が原子力規制委員会規則で定める基準に適合するものであると認めら

れる。 
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【別紙４】 

（案） 

 番   号 

 年 月 日 

 

 

 東京電力ホールディングス株式会社 

代表執行役社長 名 宛て 

 

 

 

 

原子力規制委員会 

 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所の発電用原子炉の設置変更（６号及び７号

発電用原子炉施設の変更）について 

 

 

平成２６年１２月１５日付け原管発官２６第２４２号（令和元年１０月２４

日付け原管発官Ｒ１第１２５号、令和元年１２月１７日付け原管発官Ｒ１第１

５６号、令和２年１２月１８日付け原管発官Ｒ２第２３０号、令和４年６月２

１日付け原管発官Ｒ４第１１号及び令和４年６月２８日付け原管発官Ｒ４第１

０１号をもって一部補正）をもって、申請のあった上記の件については、核原

料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６

号）第４３条の３の８第１項の規定に基づき、許可します。 
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